
①第三者評価機関名

②施設名等

③評価日程

④総評
【良い点】
○「ワンフロアで相互に声が聞こえる職場環境のもと、児童相談所全体が一つのチームとなり行動できる環境が整備さ
れている」
児童相談所と一時保護所の職員がワンフロアで業務遂行できる構造となっており、相互に声が聞こえる職場環境のもと
で、情報共有しながら業務遂行している。また、地区担当や各部署の業務が集中する場面において、部署をこえてフォ
ローしあう職場風土が醸成されている他、判断に迷った際にはベテランのＳＶから適切な指示が得られる等、児童相談
所全体が一つのチームとなり行動できる環境が整備されている。

○「オンラインによる援助方針会議が定着しており、ＯＪＴの場としても機能するなか、的確な判断となるように努め
ている」
援助方針会議は埼玉県庁で使われているグループウェアを使用したオンラインで行われている。地区担当チーム内で援
助方針についての協議が行われ、検討されたケースが会議に上げられてくるため、会議は効率よく進行している。職員
が一堂に集まって開催されていた会議がオンラインになっても、職員の参加率が高く、質疑応答や意見交換などのＯＪ
Ｔ的な意味合いが残されている。担当者の説明後、管理職からケースについての非常に的確な講評や助言が述べられ、
援助方針会議がスーパーバイズとしての有効な場にもなっている。

【更なる改善点】
●「施設の自立支援計画は施設のみで策定するのではなく、児童相談所が定期的にモニタリング等を行い、施設での策
定会議に参加する等して、意味のある支援計画としていくことを期待する」
児童養護施設等で年に１回、策定・見直しが行われている児童自立支援計画について、児童相談所は定期的にモニタリ
ングを行い、より良い支援が展開されるツールとしていくことを期待したい。担当児童福祉司が自立支援計画策定時の
協議に参加することや、児童相談所における援助方針との整合性取っていくことも望まれる。なお、里親の支援計画は
児童相談所が策定することになっているが、里親との協議等がなく策定されている場合や措置開始時にだけ渡されて、
計画の見直しがない場合もある。児童相談所と里親が協働して、児童自立支援計画が形式的なものでないものになって
いくことを期待したい。

実施状況
【判断基準】ごとに、○、△、× のいずれかを選択

評価基準
 s：他児童相談所が、参考にできるような取組みが行われている状態
 a：よりよい福祉サービスの水準・状態、質の向上を目指す際に目安とする状態
 b：「a」に向けた取組みの余地がある状態
 c：「b」以上の取組みとなることを期待する状態

埼玉県熊谷児童相談所　第三者評価結果報告書

種別 児童相談所

一般社団法人Riccolab.

名　　　称：

【更なる改善点】
●「それぞれの業務の相互理解を深めるためにも、会議体での更なる周知と文書で明確化するなどで、補完しあえる体
制作りに期待したい」
市町とは、要対協、合同研修、同行訪問・面接等で、警察などの関係機関は、連絡会や要対協等で連携を図っている。
市町、警察などの関係機関は、比較的協力的であるが、ケースに対する認識や対応方針が異なる場合がある。業務の役
割分担等は、要対協・合同研修・連絡会等で周知しているが、それぞれの業務の相互理解を深めるためにも、会議体で
の更なる周知と文書で明確化するなどで、補完しあえる体制作りに期待したい。

埼玉県熊谷児童相談所
施設長氏名： 大木　正仁

利用者調査： ８月下旬～９月１９日（金）
自己評価： ８月下旬～９月１９日（金）
訪問調査： １０月１０日（金）
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➄第三者評価結果（別紙）
（別紙）

共通評価基準（65項目）

評価項目（4項目）Ⅰ　子どもの権利擁護と最善の利益の優先 第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

[No.3]子どもに対する説明は、わかりやすいよう工夫している

[No.2]子どもへの対応において、専門的な技能によるインテークや面接を行っている

[No.1]子どもの心情や意向に配慮した対応を行っている

【評価項目1】 子どもへの向き合い方は適切であるか

子どもの年齢や特性に応じて、伝える内容を口頭だけでなく絵や図で示すなどにより、十分な理解が進むよ
うに取り組んでいる。また、児童福祉司や児童心理司を情報共有しながら、子どもの気持ちの理解に努め、
面接に臨めるようにしている。

第三者評価結果（児童相談所）
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第三者
評価結果

a

○

○

△

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

[No.14]子どもの相談内容や意見等を適切に把握し、援助方針に反映している

[No.15]子どもの意見を尊重し、支援内容等への反映や見直し等を行っている

[No.16]子どもの意向と児童相談所の方針が一致しない場合について、児童福祉審議会の意見聴取
を行っている

児童相談所の援助方針について、子どもの理解と同意が得られるように、面接時にホワイトボードで可視化
する等、さまざまなアプローチで説明している。なお、子どもの意向と一致する結論が出るまで話を進めて
方針を決めているため、児童福祉審議会の意見聴取を行うケースは生じていない。

[No.9]援助方針決定前に、子どもからの意向や意見を聴いている

[No.10]援助過程において、子どもの意向や意見を聴いている

子どもの支援に関わることについて、必ず本人に意向を確認することとしている他、援助方針決定の会議録
にも必ず子どもから聴取した意向や意見を記録するしくみを用意し、確実に記録に残すように取り組んでい
る。

【評価項目4】 子どもの意見や意向を尊重する対応を行っているか

[No.13]必要な場面において、子どもの理解・同意を得るよう努めている

[No.11]子どもから聴取した意向や意見を記録している

[No.12]児童相談所の職員以外の第三者が子どもの意見を聴く仕組みがある

[No.7]子どもに対して必要な心理的なケアが行えているか

入所措置児童や里親委託児童については、こどもの権利ノートを用いて意見表明できること等を説明して理
解が進むように取り組んでいる。一方、在宅で関わっている子どもに対してアドボカシーについて説明する
しくみの確立が必要と認識しているため、今後、整備していくことが期待される。

[No.8]子どもに対して必要な説明を適切に行っている

【評価項目3】 適切な場面において、子どもに対する説明と意見聴取を行っているか

【評価項目2】 子どもの権利が守られるための説明や支援等を適切に行っているか

[No.6]子どもが児童相談所の職員以外のアドボカシーを利用できるように説明や支援を行っている

[No.5]児童相談所の職員が子どものアドボカシーを行っている

[No.4]子どもの権利について、子どもの年齢や理解に応じて、わかりやすく説明している
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評価項目（7項目）Ⅱ　児童相談所の組織

〇組織体制 第三者
評価結果

b

○

△

△

△

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

b

△

○

○

【コメント】
児童相談所と一時保護所の職員がワンフロアで業務遂行できる環境となっており、日頃からお互いの職員の
声が聞こえ、必要に応じて相談や協力しながら子どもの支援等を行得る状況となっている。一方、役付き職
員やベテラン職員に業務が集中し、時間外勤務が多くなっている状況が慢性化しているため、早急な改善が
望まれる。

相談受付から援助までの一連の手順は事務処理要領で明確になっている。また、新任職員は先輩職員と行動
する体制が整備されている他、困難ケースの場合には役付き職員も加わる形で進めている。休日や夜間の通
告・保護対応については、ＳＶの当番制で行うことで迅速な判断ができるようにしている。

【評価項目7】 職場環境としての法令順守や環境改善に取り組んでいるか

[No.25]適正な就業状況が確保されている

[No.26]職員が働きやすい職場環境づくりの取り組みがなされている

[No.27]職員が安心・安全に働ける職場環境が確保されている

【評価項目6】 組織的な判断や対応が行える組織運営・体制となっているか

[No.21]児童相談所内の相談受付から援助までの手順が明確になっている

[No.22]組織的な判断や対応が行われている

[No.23]経験の少ない職員については、複数の職員で対応する体制をとっている

[No.24]職員間での情報共有が図られている

[No.17]児童相談所の役割を遂行しうる組織運営ができるよう工夫している

[No.18]地域の実情や相談対応件数に応じた必要な職員体制が確保されている

[No.19]必要な専門職を配置している、もしくは必要な専門職との連携体制が確保されている

[No.20]夜間・休日の通告・相談や緊急保護に対応する体制が整っている

採用活動や人事異動等を通して、児童相談所の機能を十分発揮できる職員体制の確立に努めている一方で、
役付きの職員が不足していることや、常勤の専門職の配置が少ないこと等で迅速な判断が難しい状況がみら
れる。また、一部の職員に業務が集中する状況も認められるため、今後の改善が望まれる。

【評価項目5】 児童相談所の機能を十分に発揮するために必要な組織・体制が確保されて
いるか
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〇職員の資質向上・業務改善 第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

〇情報管理に関する事項 第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】
個人情報を含め、研修等を通して適切な取り扱い方法について職員の理解が深まるように取り組んでいる。
外部に情報提供する場面では、必ず複数の職員でチェックを行い、情報漏えい等が生じないように努めてい
る。

[No.34]児童福祉司等の専門性を確保するための採用・異動の取り組みを行っている

各職員に必要とされる専門性を習得できるよう、県全体で体系化された研修を実施したり、適宜、所内研修
等、学びの機会を用意している。なお、専門性を確認するしくみとして、個別面談の機会がある他、研修受
講後には復命書という形で、研修報告書を提出し確認している。

【評価項目10】 情報の取り扱いが適切に行われているか

[No.35]情報の秘匿性に十分に配慮した慎重な対応を行っている

[No.36]個人情報の保護・管理が適切に行われている

業務改善に向けた取り組みは、グループ会議等の場で意見交換している他、直接、職員が改善提案ができる
ように日頃から役職者と率直に話ができる、風通しの良い職場づくりに努めている。今後は、職員用の意見
箱を設置する等、改善提案をより一層しやすい職場環境を用意していくことが期待される。

【評価項目9】児童福祉司等の職員に必要な専門性が確保されるための取り組みを行ってい
るか

[No.31]児童福祉司等の職員に必要な研修等を受講させている

[No.32]ケースワークを通じた職員育成に取り組んでいる

[No.33]職員の専門性（能力・スキル）を確認する仕組みがある

【評価項目8】 児童相談所の業務の質の向上、効率化のための取り組みを実施しているか

[No.28]業務改善を行う仕組みがある

[No.29]業務の手順やツール等の見直しを定期的に行っている

[No.30]設置自治体による監査等が定期的に行われている
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第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

評価項目（20項目）Ⅲ　子どもの生命を守るための、虐待相談対応と進行管理

〇通告・相談対応 第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

【評価項目12】 相談・通告の受付体制が確保されているか

[No.41]適切な相談受付の体制が確保されている

[No.42]障がい者（児）や日本語が十分でない相談者からの相談受付を行うために必要な措置がと
られている

受付方法は、来所相談以外に、電話やＷＥＢ、ＳＮＳ、家庭訪問、関係機関での面接など、多様な形で実施
している。また、所内はエレベーターの設置をはじめバリアフリー構造となっている他、日本語が十分でな
い相談者については、言語通訳タブレットの活用や、必要に応じて通訳に依頼する等、取り組んでいる。

[No.40]児童記録票は必要な期間保管されている

ケース台帳はナンバリングし、場所を決めて保管する等、組織として管理方法を明確に定めて取り扱ってい
る。また、データ入力により蓄積している情報については、職員が確認しやすく各フォルダ内に保存してい
る他、外部から侵入されない形で情報を守っている。

【評価項目11】児童記録票等、必要な記録が適切に作成・管理されているか

[No.37]児童記録票の作成形態や管理方法は適切である

[No.38]児童記録票に記載すべき情報が全て記載されている

[No.39]児童記録票について、所内での決裁を得ている
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第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

〇受理 第三者
評価結果

a

○

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

【コメント】

【評価項目15】 受理したケースに応じ、必要な確認・手続き等を行っているか

[No.51]受理したケースについて、必要な確認や手続き等を行っている

受理した案件の内容毎に、必要な手続き等を事務処理要領で定めて適切に実施できるように整えている。休
日や夜間の対応についても、役付き職員が当番制で電話対応を行うとともに、所長や副所長等も含めて
チャットで協議する等により、対応している。

[No.46]受理会議（緊急受理会議）は適切に行われている

[No.47]検討すべき全てのケースについて、受理会議で検討・判断されている

[No.48]受理会議において確認・検討・決定すべき事項が確実に協議されている

[No.49]緊急受理会議において、安全確認の必要性や方法について適切に判断されている

[No.50]受理会議の内容について適切に記録が保存されている

[No.45]子どもの所属機関や関係機関等からの情報収集を行っている

必要な情報を収集する際には、子どもの安全を最優先して進めており、子どもに所属機関がある場合には、
特性や人間関係、親子関係等に関する情報を担当者を通じて聴取している。また、虐待通告への対応につい
ても、通告受理票に基づき必要な情報を把握できるようにしている。

【評価項目14】 受理会議が適切に開催され、組織的な検討・判断を行っているか

【評価項目13】相談・通告のあったケースに関し、必要な情報収集を迅速かつ的確に行っ
ているか

緊急受理会議をワンフロアの職員室の一角で行うことで、職員が参集しやすく、かつ、情報共有しやすい状
況で適切に判断できるように努めている。また、毎週、援助方針会議を定期的に開催する中で、その週に新
規受付したケースを会議にかける流れが定着している。

[No.43]相談者や通告者から必要な情報収集を行っている

[No.44]相談者や通告者の状況に配慮し、受容的かつ子どもの安全を優先した対応を行っている
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〇子どもの安全確認・安全確保 第三者
評価結果

a

○

○

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

【コメント】

【評価項目18】 安全確認・安全確保に関する調査の記録等が適切に作成・保管されている
か

[No.59]安全確認・安全確保に関する調査の記録等が適切に作成・保管されている

調査結果の記録方法や決裁方法等、一連のしくみが明確に定めされている中で、安全確認・安全確保に関す
る調査の記録を作成し、文書やデータ等、それぞれの保存方法に即して管理している。

[No.57]拒否的な保護者に対して、法に基づき適切に対応を行っている

９５％以上のケースで４８時間以内の対応ができており、必要に応じて、他の機関に要請したり、外部委託
業者に依頼して安全を確認している。訪問する際には必ず複数の職員で行い、保護者に理解が得られるよう
に丁寧な協力依頼に努めている。

【評価項目17】一時保護の要否について適切な判断及び迅速な対応が行えているか

[No.58]一時保護の要否について、適切な判断及び迅速な対応が行われている

一時保護の要否については、子どもの生命の危険や虐待の頻度・継続性等を考慮することに加え、子どもの
意向や保護者の状態等を勘案して決定している。一時保護する場所がない等の理由で判断が左右されること
なく、子どもの安全確保を最優先して判断している。

[No.52]通告受理後、速やかに安全確認が行われている

[No.53]目視による安全確認が実施されている

[No.54]家庭訪問等での安全確認ができない場合に必要な措置がとられている

[No.55]安全確認が適切な体制で実施されている

[No.56]安全確認等を市区町村や他機関に依頼する場合に、適切な対応を行っている

【評価項目16】 子どもの生命を最優先した、安全確認・安全確保が行われているか
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〇調査・アセスメント 第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

b

○

○

○

△

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

[No.67]特定妊婦に対するアセスメントが適切に行われている

[No.68]転居ケースに対するアセスメントが適切に行われている

[No.69]転居先が不明な子どもについて適切な調査等が行われている

[No.70]居所不明な子どもについて適切な調査等が行われている

[No.64]きょうだいを含め、家族全体のアセスメントが行えている

[No.65]アセスメントシートが市区町村等の関係機関と共有されている

[No.66]アセスメントの結果が児童記録票に記載されている

所内で行うアセスメントについては、シートに基づく形で過去の虐待の状況や子どもの状況、養育者の状
況、家族の状況、社会資源とのつながり等を把握できるように整備している。一方で、市町村によってアセ
スメントに対する理解が進んでいないことが課題となっているため、共通理解を深めていく取り組みの充実
が期待される。

【評価項目21】 特にリスクの高いケースについて、必要十分な調査及びアセスメントが行
われているか

[No.61]適切な調査が行える体制・方法をとっている

通告後、定められた予備調査や関係機関への調査等を経て緊急受理会議に諮っている。その際、調査が不足
している領域について再調査を行う等で疑問点を解消し、アセスメントに必要な情報が収集できるように努
めている。

【評価項目20】 アセスメントが適切に行われているか

[No.62]多角的・重層的な診断を行っている

[No.63]把握された情報がアセスメントに十分に反映されている

【評価項目19】 アセスメントに必要な調査が行えているか

[No.60]調査により必要な情報が適切に把握できている

特定妊婦については要保護児童対策地域協議会が中心にアセスメントを行う等、役割分担を明確にしている
他、転居先不明や居所不明の子どもを把握した際には、警察や関係機関に協力要請を行う等で、適切に情報
把握できるように取り組んでいる。
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○援助方針の決定 第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

○

○

○

【コメント】

【評価項目22】 援助方針会議が、適切な頻度・タイミング、体制で開催されているか

[No.71]援助方針会議が適切な頻度で開催されている

[No.72]総合診断を踏まえ、多角的・重層的な検討を行うための体制が確保されている

[No.73]援助方針会議で検討すべき全ての事例の検討が行われている

[No.74]援助方針会議の記録が適切に作成・保存されている

毎週木曜日に援助方針会議をグループウェアを使用してオンラインで開催している。緊急に援助方針が必要
な場合、臨時の援助方針会議を開催するようにしている。援助方針会議には原則、相談部門の職員が全員参
加している。担当児童福祉司が地区別のチームで協議された援助方針を提案するが、それに対して、質疑が
行われ、管理職の講評や助言も述べられている。

【評価項目23】 援助方針の決定に関する判断が適切に行われているか

[No.75]子どもの自立と自己実現を援助する、子どもの最善の利益を優先するための援助方針が選
択されている

[No.76]援助方針の決定にあたり、保護者等の相談内容や意見等を把握し、援助方針に反映してい
る

[No.77]一時保護所や一時保護委託先、市区町村等の関係機関の意見を聴き、援助方針に反映して
いる

[No.78]市区町村への委託または送致を行うケースに関する判断が適切に行われている

[No.79]子どもや保護者等の状況に応じ、必要と判断される場合には福祉事務所や家庭裁判所への
送致等を行っている

[No.80]児童福祉審議会の意見を尊重して援助方針が決定されている

[No.81]子どもの最善の利益を確保するために、必要に応じ家庭裁判所に対する家事審判の申し立
てを行っている

市町送致を行う場合には、担当職員が必ず児童虐待初期チェックシートで評価して、それを添付している。
市町指導委託の場合は援助方針会議で上がってきたリクスアセスメントシートを添付している。こういった
アセスメントシートは援助方針会議に提出する度にチェックし直し、最新の状況が全員で把握できるように
している。
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第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

○

【コメント】

〇在宅指導 第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

[No.83]援助方針として必要な視点が盛り込まれている

[No.84]援助方針が児童相談所や関係機関の役割や援助能力等を踏まえた現実的なものとなってい
る

[No.85]援助方針の策定・決定が適切に行われている

援助方針は、担当児童福祉司や児童心理司、担当ＳＶが子ども、保護者、関係機関の調査や意見を踏まえて
方針案を作成し、その案を職員全員が参加する援助方針会議で見落としがないか検討し、議論して決定して
いる。

【評価項目25】 市区町村がかかわるケースについて、援助方針に関する市区町村への説明
や意見反映等を行っているか

[No.86]市区町村への委託や送致にあたっては、市区町村との協議を十分に行っている

[No.87]援助方針について、市区町村への説明を行っている

[No.88]援助方針について、市区町村からの意見等を確認し、援助方針に反映している

【評価項目24】 援助方針の内容は適切か

[No.82]援助方針として定めるべき事項が記載されている

市町の意向は、事前に必ず確認している。援助方針会議において市町指導委託や送致を検討するに当たって
は、合意があるかどうか再確認して方針が決定されるようになっている。市町によって意向や考え方に温度
差もあるため、それぞれの市町との関係構築や説明に気を配っている。

【評価項目26】 在宅指導中の子どもに対する支援は適切に行われているか

[No.91]在宅指導の計画は、支援内容や支援体制が明確で適切な内容となっている

[No.92]子どもに対して必要な支援を計画的に実施している

[No.93]複数の関係機関が関与するケースについて、効果的な連携を行うための調整等を行ってい
る

在宅指導を開始する場合は、担当職員が面接の中で保護者や子どもに予め具体的な説明をした上で指導を開
始するようにしている。学校等の関係機関とは必要に応じてケースカンファレンスを開催し、役割分担を確
認している。

[No.89]市区町村への委託や送致を行う前に、市区町村の合意を得ている

[No.90]市区町村への委託や送致に伴い、要対協の要保護・要支援児童として登録されていること
を確認している。
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〇進行管理・援助方針等の見直し 第三者
評価結果

b

△

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

【コメント】

〇管轄する児童相談所の変更 第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

【評価項目27】 指導や措置を行っているケースについての進行管理が適切に行われている
か

[No.94]組織的な進行管理により、ケースの状況変化の把握・判定を行っている

[No.95]養育環境の変化等、リスクが増大する可能性がある場合には、再アセスメントを行ってい
る

在宅で指導している子どもの援助方針の見直しを必ず年３回、行っている。ケースの状況変化等を考慮し
て、再アセスメントを行う機会を設けている。地区の担当チームで見直しを行った援助方針については、援
助方針会議で検討され、所内で共有されている。措置されている子どもに関しては、施設の児童自立支援計
画に基づき、ケースの進行管理を行っているが、在宅の子どもと同様に措置時に策定している児童相談所援
助指針も見直しを行っていくことが望まれる。

【評価項目28】 指導や措置を行っているケースについて、市区町村に対する情報共有を適
切に行っているか

[No.96]一時保護後の状況について、必要に応じて市区町村への情報共有を行っている

通告があった段階で市町とは情報を共有し、調査に協力してもらっている。子どもを保護した後の措置につ
いて検討するため市町の利用可能なサービスについても随時市町と意見を交換しながら決定するようにして
いる。市町の要対協実務者会議には地区担当の児童福祉司、担当ＳＶが出席することになっている。

【評価項目29】 児童相談所の変更に関し、十分な検討が行われているか

[No.97]居所と住所が異なる場合について、管轄する児童相談所は子どもの福祉を最優先して決定
されている

[No.98]「移管」及び「情報提供」の判断が適切に行われている

児童相談所の変更に関しては、居住の実態やその家庭の意向等のアセスメントを行い、どちらの児童相談所
が支援する方がより良いかを検討した後、相手方の児童相談所と丁寧に協議しながら「移管」及び「情報提
供」の判断を行っている。
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第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

評価項目（14項目）Ⅳ　社会的養護で生活する子どもへの支援

〇援助方針の策定に関する調整 第三者
評価結果

b

△

△

○

【コメント】

【評価項目30】 「情報提供」または「ケース移管」を行う児童相談所における手続きが適
切に行われているか

[No.99]援助方針について、情報提供先または移管先の児童相談所と事前協議を行っている

[No.100]移管までの援助が適切に行われている

[No.101]児童相談所が適切な支援を行えるよう、必要な情報を提供している

[No.102]移管先の児童相談所への連絡・引継ぎが適切に行われている

「情報提供」または「ケース移管」についての手続きは、全国児童相談所長会の申し合わせに沿った対応を
取っている。相手方の児童相談所との対面での協議を行ったり、両児童相談所が合同で家庭訪問する等、子
どもとその家庭の状況に応じた対応を行っている。

【評価項目31】 「情報提供」または「ケース移管」を受ける児童相談所における手続きが
適切に行われこどもているか

[No.103]情報提供を受ける児童相談所において、必要な支援等が行えるよう協議している

[No.104]移管元の援助方針を継続し、速やかに対応している

[No.105]移管手続き完了後１か月が経過した時点で、アセスメント及び援助方針の見直しを行って
いる

[No.106]移管元の児童相談所からの連絡・引継ぎは適切に行われている

【評価項目32】 社会的養護を必要とする子どもの援助方針の決定に関する判断・調整は適
切に行われているか

[No.107]家庭での養育が困難または適切でない子どもの保護に関する支援方針は適切である

[No.108]措置先の選定は適切に行われている

[No.109]措置先の施設所在地や里親の居住地の市区町村及び関係機関との連携が図られている

埼玉県内の児童養護施設等の在籍数に余裕がなく、適切な措置先を選定するできる余裕がない状況が続いて
いる。このことは、児童相談所の課題ではなく、埼玉県の社会的養護に関する課題だと言える。多くの子ど
もが一時保護の期間が延びている状況の改善が期待される。

情報提供やケース移管を受ける場合、事前に緊急受理会議を行い、相手方の児童相談所との十分な情報共有
や意見交換を行い、共通認識の下で行うようにしている。移管後１か月を経過した後のアセスメントは関係
機関などの被情報を得たうえで必要に応じて行い、援助方針の見直しを行っている。
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第三者
評価結果

b

○

○

△

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

〇社会的養護時における援助 第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

【評価項目33】 里親委託・入所措置等による援助を開始するにあたり、援助者と十分な協
議を行っているか

[No.110]里親や施設等、他機関との連携による支援を行うケースについては、援助指針について他
機関との協議・連携を行っている

[No.111]里親や施設等に対し、支援に必要な情報等を適切に提供している

[No.112]里親や施設等との連携による支援を行うケースについては、自立支援計画の策定にあたり
里親や施設等との協議・連携を行っている

児童相談所が自立支援計画策定時の施設での協議に参加することや、年３回の見直しを行っている児童相談
所援助方針（指針）との整合性が取られずに自立支援計画の策定が施設だけで行われている状況である。里
親の支援計画は児童相談所が策定することになっているが、里親との協議等がなく策定されている場合や措
置開始時に渡されて以降、計画の見直しがない場合もある。

【評価項目34】 措置開始や措置変更等による援助内容の変更の際には、子どもの負担が少
なくなるよう配慮した対応を行っているか

[No.113]里親との交流や入所先施設見学などの機会を設けている

[No.114]医療機関の医師等、援助にかかわる支援者との顔合わせ等の機会を設けている

措置開始や措置変更時には子どもの意見を十分に聴き、子どもの負担が少なるなるように配慮している。里
親や施設との交流は子どもの負担を最優先し、徐々に交流の頻度を上げるなどの対応をとっている。

【評価項目35】 里親や施設等が行う援助内容等に関して必要な確認・助言・支援等を行っ
ているか（指導委託・あっせん・里親委託・入所措置等）

[No.115]子どもや支援の状況を定期的に把握している

[No.116]把握した子どもや支援の状況に基づき、必要な指示・援助・対応の検討等を行っている

[No.117]支援開始後にも措置先や委託先（里親支援機関等）からの意見等を尊重している

施設入所直後は担当児童福祉司が頻繁に連絡を取ったり、訪問している。施設に慣れ、生活状況や気持ちの
安定が見られるようになると、連絡や面会の回数は徐々に減らしている。里親委託の場合、委託直前には地
域の関係機関を集めて応援ミーティングを実施している。里親委託直後も頻繁に訪問するとともに、月１回
は里親と子どもで当初のサロンに参加することを義務づけている。
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第三者
評価結果

b

△

△

【コメント】

第三者
評価結果

b

△

△

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

【評価項目36】 援助方針の見直しが適切に行われているか

[No.118]定期的に援助方針の見直しを行っている

[No.119]再アセスメントの結果を踏まえ、援助方針の見直しを行っている

年３回、定期的に担当職員の持っている全在宅ケースについては、役付き職員を含めてケース見直しを実施
している。施設等へ措置されているケースについては、措置開始時のみ援助指針を策定しているが、その後
は措置変更や解除時まで見直しがされない場合がみられる。

【評価項目37】 自立支援計画の見直しが適切に行われるよう、施設等との連携を密に行っ
ているか

[No.120]自立支援計画の策定にあたり、施設等に対し、必要な指導・助言等を行っている

[No.121]自立支援計画について定期的なモニタリングを行い、必要な見直しが行われている

施設から提出された自立支援計画に基づいて、担当児童福祉司が訪問し、検討を行っているが、計画策定時
に直接関わることはない状況となっている。自立支援計画に対する定期的なモニタリング、および、児童相
談所が関わる見直しも行われていない。今後、社会的養護関係施設等の質の向上のために児童相談所が自立
支援計画策定に積極的に関与していくことが期待される。

【評価項目38】 面会・通信制限や接近禁止命令は、適切な判断・手続きのもとで行われて
いるか

[No.122]面会・通信制限が必要なケースについて、適切に制限をかけている

[No.123]面会・通信制限が必要最低限のものとなっている

[No.124]面会・通信制限を解除するにあたって、適切な判断・手続きを行っているか

[No.125]接近禁止命令の発出にあたっては、関係する機関等との連携体制を構築している

面会、通信制限の必要があるケースについては、児童、保護者に必要性を丁寧に説明し理解を得ている。法
令上の面会。通信制限や接見禁止命令を発出するケースはほとんどない。
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第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

〇一時帰宅、措置の解除、停止、変更及び在所期間の延長 第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

【評価項目39】 里親や施設等において、児童相談所の介入・調整等が必要な事案が発生し
た場合に、適切に対応しているか

[No.126]入所施設等に対する子どもからの苦情や不満等が聞かれた場合に必要な対応を行っている

[No.127]里親や施設等と、親権者等との調整が必要な場合に適切な対応を行っている

[No.128]里親や施設等による懲戒にかかわる権限の濫用や虐待等が疑われる場合に、必要な対応を
行っている

施設に入所している子どもに対しては、年１回は施設を訪問して面接を実施している。その中で不適切な事
案を確認した時は、早急に所内協議を行い、改めて子どもへの聞き取り調査を実施し、対応するようにして
いる。

【評価項目40】 一時帰宅における対応が適切に行われているか

[No.129]一時帰宅について、慎重なアセスメント及び判断を行っている

[No.130]他自治体への一時帰宅を行う場合には、双方の児童相談所で必要な協議・情報共有を行っ
ている

子どもが一時帰宅する際や措置解除、停止をする際は、その都度、家族支援評価シートを用いてアセスメン
トを行い、診断会議にかけて合意をとったうえで実施している。他自治体への一時帰宅を行う場合には、双
方の児童相談所で可否について協議していないが、措置解除などの可能性があるケースについて経過を伝え
ることはある。

【評価項目41】 措置や指導等の終結の判断が、慎重かつ適切に行われているか

[No.131]施設入所中から、要対協や関係機関等との情報共有を行っている

[No.132]措置や指導等の終結について、子どもや里親、施設等からの意見を十分に聴いている

[No.133]措置の解除等については援助方針会議等において組織的かつ総合的な視点から判断してい
る

[No.134]措置や指導等を終結する際には、その理由を明確にしている

措置や指導の終結する際は、子どもや里親、施設からの意見を十分に聴いて、終結の理由を明確にするよう
にしている。終結後に考えられるリスクを要対協や関係機関等と情報共有し、有効な地域資源の活用なども
確認するようにしている。
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第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

〇児童自立生活援助等 第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

【評価項目42】 措置の解除後の援助について、十分に協議・調整をしているか

[No.135]措置解除に向けて、必要となる支援等について適切に判断している

[No.136]措置解除後にも必要な支援が受けられるよう、関係機関等との調整を十分に図っている

施設や里親と連携を取りながら、子どもが安心して措置解除されるように面会を行い、話し合いをするよう
にしている。家庭、市町、学校、関係機関との調整や情報共有も十分に行うようにしている。

【評価項目43】 入所措置や一時保護の解除時及び解除後の子ども等に対する支援は適切に
行われているか

[No.137]虐待の再発防止等、子どもの安全確保に関する対応が十分に行われている

[No.138]子どもの生活や精神面の安定を図るために必要な支援等を行っている

[No.139]子どもの状況に応じ、在所期間の延長等を行うなど、必要な支援が受けられるようにして
いる

入所措置解除後は、少なくとも６か月は児童福祉司指導にして家庭訪問を行ったり、子どもと直接会って状
況確認をするようにしている。虐待のリスクが高い場合は、在所期間を延長しながら、親子関係再構築支援
を行っている。

【評価項目44】 子どもの状況に応じ、児童自立生活援助につなげ、必要な支援等を行って
いるか

[No.140]児童自立生活援助の対象の子どものうち、継続した支援等が必要な子どもを適切に支援に
つなげている

[No.141]児童自立生活援助を実施している子どもについて、必要な支援を継続して行っている

[No.142]児童自立生活援助の実施を解除するにあたっては、児童の自立に向けて必要な情報提供等
の支援を行っている

児童自立生活援助が必要な子どもは増えているので、自立援助ホームや施設、里親と協力し、子どもの意向
も確認した上で必要な支援につなげるようにしている。
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第三者
評価結果

a

○

【コメント】

評価項目（5項目）Ⅴ　社会的養育の推進

〇里親相談への対応・家庭養護の推進 第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

【コメント】

【評価項目45】 子どもが18歳以上となってからも、必要な支援等を行っているか

[No.143]子どもが18歳以上となってからも、必要な支援等を行っている

成年に達した18歳の子どもでも進学等の必要に応じ、措置延長の手続きを取っている。児童自立生活援助事
業の適応範囲も広がったが、従来からの自立援助ホームの活用を中心に子どもを支援するようにしている。

【評価項目46】 家庭養護を推進するためのフォスタリング業務の実施体制の構築に取り組
んでいるか

[No.144]家庭養護を推進するための仕組み・体制の構築に取り組んでいる

[No.145]里親制度に対する理解促進、登録里親数増のための取り組みを行っている

[No.146]里親の専門性の向上に向けた取り組みを行っている

[No.147]里親の登録・認定の判断、名簿管理を適切に行っている

家庭養護を推進するために、里親推進担当児童福祉司と里親支援員を配置している。里親支援はフォスタリ
ング機関と２か月毎に連絡会を開催するなどで、連携して取り組んでいる。登録里親数は、年々徐々に増え
ており、地区里親会の任意の活動に対し、協力し支援している。里親の専門性の向上のために、定期的な研
修を実施し、里親の登録・認定の判断、名簿管理等も適切に行っている。

【評価項目47】 里親希望者に対する調査・認定等を適切に行っているか

[No.148]里親を希望する者からの相談を受けた場合には、受理会議で検討し、必要な調査・認定等
を行っている

里親希望者には、里親推進担当の職員が話しを聞き、里親制度及び社会的養護についてと里親登録までの手
続きについて丁寧に説明している。里親相談には、里親推進担当児童福祉司と地区担当児童福祉司が協力し
ながら、家庭状況、環境、養育姿勢等を訪問調査している。所としての適否についてはマッチング会議で検
討、決定している。
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第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

△

○

【コメント】

養子縁組にあたっては、里親の事情でなく養育環境、姿勢等で判断し、子どもの意思確認と実親に十分説明
し同意を得て進めている。養子縁組申立て前に、子どもとの関係構築を重視しており、１年間は里親として
の養育期間を設けている。養子縁組の申立ての承認は、診断会議で検討している。申立ての際は、必要とな
る手続の説明と書類の用意をするなどで支援をしている。

【評価項目49】養子縁組成立後も必要な支援等を行っているか

[No.153]養子縁組成立後も、必要な支援等を行っている

養子縁組成立後、少なくとも６か月は継続指導で訪問等で様子を確認している。また、里親から希望があれ
ば半年過ぎても支援を継続している。

【評価項目50】 民間あっせん機関による養子縁組に対して必要な支援を行っているか

[No.154]民間あっせん機関による養子縁組が適切に行われるよう、日頃から必要な連携等を行って
いる

[No.155]民間あっせん機関が養子縁組をした子どもに対し、必要に応じて支援を行っている

【評価項目48】 養子縁組を行うにあたり、必要な判断・手続き等が適切に行われているか

[No.149]養子縁組の適切性について十分に判断している

[No.150]養子縁組を行うことについて子どもや実親等の同意を得ている

[No.151]養子縁組希望者に対し、必要な説明を十分に行っている

[No.152]養子縁組の成立に向けて必要となる手続き等の支援を行っている

民間あっせん機関とは、日常的に連携は行っていない。但し、養育者から同居児童の届け出の提出があった
際は、受理し担当児童福祉司を決めて訪問調査で養育状況等を確認し、必要な支援をしている。

20



評価項目（5項目）Ⅵ　家族とのかかわり・家族への支援 第三者
評価結果

b

○

【コメント】

〇子どもの措置に伴う保護者への説明や意見聴取 第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

【評価項目51】 保護者への向き合い方は適切であるか

[No.156]保護者への対応において、専門的な技能によるインテークや面接を行っている

保護者との面接では、共感、傾聴をベースに信頼関係の構築を図っている。全相談室にコピー付きホワイト
ボードを配置し、紙等に図、絵等で視覚化し気づきができるように対応している。サインズを用いて面接す
ることもある。急な来所相談には、経験年数のあるインテーク担当職員が対応している。経験年数の浅い職
員が面接する時は、必ず２名以上の複数の職員で対応している。

【評価項目52】 適切な場面において、保護者に対する説明と意見聴取を行っているか

[No.157]保護者に対して必要な説明を適切に行っている

[No.158]保護者に対する説明は、わかりやすいよう工夫している

[No.159]援助方針決定前に、保護者からの意向や意見を聴いている

[No.160]援助過程において、保護者の意向や意見を聴いている

保護者への説明は口頭だけでなく、コピー付きホワイトボードや紙等使って、面接内容をわかりやすいよう
に工夫するなどで、丁寧に対応している。援助過程や援助方針決定前等に、保護者からの意向や意見を聴い
ている。

【評価項目53】 保護者の理解・同意を得られるよう努めているか

[No.161]必要な場面において、保護者の理解・同意を得るよう努めている

[No.162]保護者の意向と児童相談所の方針が一致しない場合について、児童福祉審議会の意見聴取
を行っている

在宅指導や一時保護及び入所措置等の必要な場面において、必ず保護者の理解・同意を得られるよう丁寧な
説明に努めている。そのため、保護者の意向と児童相談所の方針が一致しないケースは、ほとんどない。
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〇保護者に対する指導・支援 第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

評価項目（9項目）Ⅶ　市区町村や関係機関との連携

〇市区町村や関係機関との役割分担・連携体制の構築 第三者
評価結果

b

△

△

【コメント】

【評価項目54】 保護者への在宅指導は、計画に基づき適切に行われているか

[No.163]保護者に対して必要な支援や指導を計画的に実施している

[No.164]保護者が指導や勧告に従わない場合に適切な措置を講じている

在宅指導計画は、援助方針会議で協議している。市町等との関係機関と連携し、保護者に対して必要な支援
や指導を計画的に実施している。必要に応じて個別ケース会議を開催し、対応を協議するようにしている。
なお、保護者が指導や勧告に従わないケースは、今までにほとんどない。

【評価項目55】 親子分離中の保護者に対し、親子再構築に向けた適切な指導・支援を行っ
ているか

[No.165]親子の再構築に向けた支援計画を作成している

[No.166]親子の再構築に向けた適切な支援を行っている

親子の再構築に向けて、概ね３か月以上施設入所しているケースについては、地区担当児童福祉司が家庭支
援評価シートを作成し、個別プランを作成している。親子再統合の節目では、その都度家庭支援評価シート
を使ってアセスメントをし、適切に支援をしている。

【評価項目56】 関係機関との役割分担や連携方法等が明確になっているか

[No.167]市区町村との役割分担や連携方法等が明確になっており、職員間で共有できている

[No.168]警察や医療機関、その他関係機関との役割分担や連携方法等が明確になっており、職員間
で共有できている

１５市町を担当し、日頃から意見交換を行って丁寧に対応することを心がけている。役割分担については、
研修等で説明し周知を図っているが、市町によって認識に差異があるのが現状である。文書にて明確化し共
通理解が図れる取り組みに期待したい。警察・医療機関・その他関係機関とは、定期的に連絡会を開催し、
協議の場を設けて役割分担や連携方法等を確認している。
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第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

○市区町村における子ども家庭相談・調査・指導への協力・支援 第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

○

○

【コメント】

【評価項目57】 児童相談所と市区町村との連携強化を図るための取り組みをしているか

[No.169]役割分担や連携方法等について協議を行っている

[No.170]相互理解を深めるための、職員同士の交流機会などをつくっている

市町との連絡会等や要対協の会議への参加等で、役割分担や連携等の協議をしている。市町に対応を依頼し
たケースについては、その後の状況を確認し、情報共有を繰り返し行っているケースもある。市町とは年２
回の合同研修と市町の新規職員を対象とした体験実習をして、相互理解と相互交流を深めている。

【評価項目58】 市区町村からの相談等について、迅速かつ適切に対応しているか

[No.171]市区町村からの事案送致の相談について、迅速かつ適切に対応している

[No.172]市区町村からの日常的な相談や依頼に対して、迅速かつ適切に対応している

市からの事案送致の相談・依頼については、迅速かつ適切に対応している。市町からの相談には、ケースの
状況をヒアリングし、ケースに合わせた助言や市町と一緒に対応方法を検討している。また、市町とは、地
区担当児童福祉司が日常的に連絡を取り合い、情報交換している。

【評価項目59】 市区町村が行う相談対応・調査・指導に対し、必要な支援等を行っている
か

[No.173]専門的な知識及び技術に関する支援を適切に行っている

[No.174]児童相談所としての役割・機能を適切に実施している

[No.175]市区町村における児童虐待に関する相談・対応機能の強化のための事業を実施している

[No.176]子ども家庭総合支援拠点がある場合には、適切な連携を行っている

市町が行う相談対応・調査・指導に対し、要対協実務者会議や個別ケース会議等で助言している。市町の職
員の児童虐待等への対応力向上を図るために、役割・機能を繰り返し伝えると共に、同席面接や同行訪問を
通して助言し支援している。
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第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

○

【コメント】

〇都道府県児童福祉審議会との連携 第三者
評価結果

a

○

○

○

【コメント】

第三者
評価結果

a

○

【コメント】

【評価項目60】 要対協の運営において、児童相談所として求められる役割・機能を果たし
ているか

[No.177]要対協の実務者会議に児童相談所が参加している

[No.178]要対協が期待する役割を果たせるよう、必要な助言・指導等を行っている

[No.179]要対協が調整機関としての機能を発揮するために、必要な助言・指導等を行っている

要対協は、地域のネットワークの構築と迅速な対応等の支援力の向上のためにあり、児童相談所はその目標
のための中核となる役割を認識し助言、指導をしている。はとんどの管内の要対協実務者会議に、地区のＳ
Ｖ職員と地区担当児童福祉司が出席し、必要な助言等をしている。

〇市区町村における子ども家庭相談・調査・指導の質の確保・向上のための
支援

【評価項目63】 児童福祉審議会に対して必要な報告を行っているか

[No.185]児童福祉審議会に対して必要な報告が行われている

児童福祉審議会に対して報告が必要なケースは明確になっており、該当するケースについては、児童福祉審
議会に全て報告している。

【評価項目61】 市区町村の子ども家庭相談等を行う職員の資質向上に関する取り組みを実
施しているか

[No.180]適切な内容・頻度で研修を実施している

[No.181]研修以外の資質向上の取り組みを行っている

市町と児童相談所で行う合同研修を、年２回実施している。市町の新規職員を対象とした体験実習も行って
いる。市町村職員の資質向上の取り組みとして、中央児童相談所に市町村を指導、助言する職員を３名配置
し、県内全域の要対協の会議や研修会等に参加し、適切な指導、助言をしている。

【評価項目62】 児童福祉審議会からの意見聴取を必要とするケースについて、意見を聴い
ているか

[No.182]必要なケースについて児童福祉審議会からの意見を聴取している

[No.183]児童福祉審議会への情報提供を適切に行っている

[No.184]子どもや保護者等に対し、児童福祉審議会に意見を聴取すること、また意見の内容につい
て説明が適切に行われている

子どもには、子ども権利ノートを使って、児童福祉審議会意見聴取部会に直接、意見が言えることを説明し
ている。該当するケースは全て報告し意見を聴取しているが、児童福祉法第２８条ケースや親権停止等の該
当ケースは、昨年度からないのが現状である。
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〇家庭、地域に対する援助に関する事項 第三者
評価結果

b

○

△

○

○

【コメント】
ひきこもり等の状態にある子どもの相談は、虐待が疑われ安全確認などができないケースは児童相談所で関
わっているが、市町の教育相談機関等で対応することがほとんどである。療育手帳の判定で来所した際に、
保護者から相談があれば必要な助言をし、場合によっては市町の障害福祉部署へ情報提供をしている。

【評価項目64】 家庭や地域に対する援助活動や児童相談所が実施すべき事業等が適切に行
われているか

[No.186]家庭や地域に対する援助において、市区町村との連携のもと総合的な企画とその実施に積
極的に取り組んでいる

[No.187]ひきこもり等の状態にある子ども及びその家庭に対し、総合的な援助を行っている

[No.188]療育手帳にかかわる判定事務等を適切に実施している

[No.189]都道府県及び市区町村の障害児支援に関し、児童相談所として求められる支援等を適切に
行っている
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